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研究成果の概要（和文）： 

先駆的に人員配置システムを導入しているフィンランドでは、RAFAERA System が導入されてい
た。独自の患者分類法、看護師数の算出方法と看護師が主観的に測定した適切な看護業務量の
数値の 3点によって人員配置システムを構築していた。国内では、看護必要度の精度を上げる
こと、間接ケア業務の増加による再業務量調査が課題となっていた。さらに、急性期病院での
人員配置システムモデルの概念構築をすることにおいては、病棟特性別で 1か月間、曜日ごと
の看護必要度 A,Bの平均点の経過、看護力ポイントの推移に対する傾向を確認した。診療科別
を超えた適正水準を決定することは、今後の課題となったが、DPC コードによって看護必要度
の経過がパターン化され、予測できる人員配置システムが構築される可能性が示唆された。  
 
研究成果の概要（英文）： 

In Finland, which was the first country to implement staffing systems, the RAFAELA system 

has been adopted. A staffing system consisting of the following three components has been 

established: an original patient classification method, a method for calculating the 

number of nurses, and optimal nursing workload values as subjectively measured by nurses. 

Domestic issues included improvement of the accuracy of scale of nursing needs and 

reassessment of workload due to increased indirect care. In addition, when establishing 

the concept of staffing system models at acute care hospitals, trends in mean scores for 

nursing needs’ point A and B and nursing care intensity points for each day of the week 

were confirmed for one month for each ward characteristic. Although determination of 

optimal levels that transcend departments is a future issue, DPC codes may enable 

elucidation of the patterns of nursing needs and establishment of staffing systems capable 

of making predictions. 
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１． 研究開始当初の背景 

(1)医療機関における看護職員配置 

一般病院の看護職員配置については、す

でに医療法によって看護師及び准看護

師を含む看護職員数が医療法で規定さ

れ、最低限の基準が示されているが、実

際の看護職員配置は医療機関の裁量に

任されている(医療法制研究会監修, 

2005)。そのため、病院の収益にかかわ

る入院基本料の診療報酬が低く評価さ

れると、病院経営の維持のため、人件費

削減の対象として看護職員数を削減す

るなど、安易な収益重視の方針がとられ

る傾向がある。安易な看護職員の削減を

回避するため、2006 年の診療報酬改定に

おいて、昼夜を問わず多忙な急性期病棟

に看護職員を増員することを目的とし

て、入院患者 7 人に対して看護師１人を

基準とする「7 対１」の看護職員配置が、

12 年ぶりに新たに規定された(古橋, 

2007)。これまで各施設の努力によって

支えられてきた手厚い看護職員配置を

国が保証するという画期的な方策がと

られた。その結果、全国各地の医療機関

における看護職員のニーズが高まり、

200 名もの新人看護職員を採用した病院

や、退職した看護師の掘り起こし、引き

抜きなどによって人員を確保する対応

が各病院で行われた。しかし一方で、各

病院に採用された看護職員が十分な教

育を受けられない状況や、新入職者に対

する待遇などの問題が指摘されている

(坂本, 2007)。このような状況では、手

厚い看護職員の配置数が経済的に評価

されても、複雑化する高度医療に対応可

能な看護職の質を担保することはでき

ない。このように、我が国の看護職員配

置は、診療報酬による評価によって変化

し、医療機関における適正な看護職員の

人員配置については、課題が残っている。 

 

(2) 医療機関における看護職員配置 

適正な人員配置における研究は、欧米

で多く研究され、米国では、増加し続

ける医療費を適正化するため、DRG

（Diagnosis Related Group）が適応

され、それに対し、24時間常時（どの

時間をとっても基準を適用）、患者に

対する看護職員数を明確にしている。

さ ら に 、 患 者 分 類 （ Patient 

Classification System, Nursing Work 

Index）等による分類によって看護職

員配置が決定しており、患者のニーズ

ベースでの看護職員配置が、各病棟の

看護管理者によってフレキシブルに

配置されている（安川,2006 ）。さら

に、ヨーロッパでも、患者分類

（Patient Classification System）

の開発が行われ、特に、フィンランド

では、RAFAELA patient   

Classification system という新たな

患者分類方法が開発されている。この

患者分類を使い人員配置システムを

構築している。このシステムは、患者

のケア量・ケア密度を測定し、患者を

分類すること、日々の看護職員の人的

資源を記録すること、最適な看護ケア

密度を測定することの 3要素から成り

立っている。このシステムにより労働

に係る費用なども算出できるように

なっている（Rainio,2007）我が国で

も、患者に対する直接行う看護ケア量

をもとに患者分類法を開発した虎の

門病院の TNS、や北里大学病院の KNS

は存在するが、他の医療機関では適正

人員配置システムは開発されておら

ず、欧米のような人員配置システムに

まで至っていない（岩澤, 2007）。一

方、診療報酬の算定基準を明確にする

ため、患者の看護ニーズをもとに「看

護必要度」が開発された。恣意的に患

者のケア量を増やすこと等のデメリ

ットはないが、患者のニーズをアセス

メントする評価者を教育することが

必要となってくる。また、患者に対す

る指導、教育などの項目がないため、

患者ニーズが低く評価されるという

ことも指摘されている。そのため看護

必要度を基に患者のケアニーズをよ

り正確にアセスメントし、分類し、看

護職の人的資源を最大限に活用する

欧米のような人員配置システムの開

発が課題となっている。 

 人員配置マネジメントシステムは、

1）患者側に関する患者分類、患者の

ケアをアセスメントする専門の看護

師、患者のケア量をモニタリングする

機能、2）看護職側の看護職員の人的

資源、リソースナース等、3）患者側

の要素と看護職側の要素を結合し、適

正かどうかを判断するシステムであ

る。これまで人員配置システムに関す



る研究は、我が国では十分されておら

ず、TNS が米国の医療機関の患者分類

システムを基に開発したのが最初で

ある。現在では、患者分類として看護

必要度を基にして、各病院で独自に項

目を追加し、患者分類を行っている医

療機関も多い。 

① 国内外の人員配置システムを

比較した研究はこれまでにな

く、本研究で比較検証を行うこ

とで、今後の人員配置システム

を構築するための示唆を得る

ことができる。 

② 看護職員の人的資源について

は、リソースナースが存在する

か、個々の看護実践能力の開発

方法、看護職のリクルート方法

などに焦点をあて比較する。 

③ 患者側要素と看護職側要素を

マッチさせる適正水準を明ら

かにすることで、欧米なみの人

員配置システムの概念構築を

行い、試行することで実現可能

性を検証する。 

よって人員配置システムについて国

内外を横断的に比較検討し、一般的な

急性期病院で活用できるシステムを

模索することは、重要である。 

 

２． 研究の目的 

(1) 先駆的に人員配置システムを導入して

いる国内外の医療施設を訪問し、問題点、

有用性の比較検証を行う。 

(2) 我が国の一般の急性期病院で実用可 

能な人員配置システムモデルの概念 

を構築する。 

① 患者分類（看護必要度を基にした追

加すべき点の検証） 

② 看護職員の人的資源（リソースナ 

ース、看護実践能力） 

③ 患者側要素と看護師職側要素をマ 

ッチする適正水準の明確化 

 
３． 研究の方法 
(1) 国内外の先駆的医療機関における人員

配置システムに対する実態調査 
① 調査機関： フィンランド、ヘルシ

ンキ内の１医療機関、国内の３医
療機関 

② 調査対象：人員配置システム担当者、
副看護部長等に対するインタビュ
ー 

③ 調査内容：人員配置システムの概要、
患者分類（看護ケア）の尺度、看

護師数の算出方法、人員配置と応
援体制、人員配置を行う上での課
題  

④ 調査期間：平成 21年 11 月～22年 3
月 

(2) 我が国の一般の急性期病院での実用可
能な人員配置システムモデルの概念を
構築する。 
① 調査機関：国内の急性期病院 ２医

療機関 
② 対象病棟：外科系、内科系、混合 
③ データ収集期間：平成 22年度 10 月

の１カ月間 
④ データ収集項目：患者側：DPC コー

ド、看護必要度、看護職員側：ラ
ダーレベル、看護師の勤務状況 

⑤ データ分析方法：DPCコード：a:ICD

疾患名（以下20疾患を抽出）、b:

手術有、無 のコードによる看護

必要度得点の平均値を算出し、入

院を0日とした看護必要度得点の

経過を確認した。 

<対象疾患：例：系統2:新生物、胃

の悪性疾患、肝・肝内胆管の悪

性腫瘍、口腔・下顎・口唇の悪

性腫瘍、食道の悪性腫瘍、腎の

悪性腫瘍、前立腺の悪性腫瘍、

系統6:神経系の疾患：パーキン

ソン病、脳腫瘍、てんかん、等> 
⑥ 倫理的配慮：研究者の所属大学で倫 

理委員会の承認および対象医療機関
の了解を得た。 

  
４．研究成果 
(1) 先駆的に人員配置システムを導入して 

いる国内外の医療施設を訪問し、問題点、
有用性の比較検証結果 

① 国外では、フィンランドヘルシンキ大学
の１医療機関に訪問し、RAFAERA System 
について調査を行った。このシステムは、
OPC(Oulu Patient Classification)とい
う独自の患者分類法を開発し、それを基
にした看護師数の算出方法を作り、
PAONCIL (Professional assessment of 
Optimal Nursing Care intensity Level) 
という看護師が主観的に測定した適切
な看護業務量の数値の 3点によって人員
配置システムを構築していた。 

② 国内では、３医療機関を訪問した。２医
療機関では、看護必要度をもとに必要看
護師数を算出していたが、看護必要度の
精度を上げることが課題となっていた。
一方、独自に直接看護ケアの業務量をも
とに患者分類を行っている医療機関で
は、間接ケア業務が増加したため、再度
業務量を測定することが課題としてあ



がっていた。 
 

(2) 我が国の一般の急性期病院での実用可
能な人員配置システムモデルの概念を
構築する。 

① 看護職員の人的資源 

看護師のラダーレベルを1～5段階とし

、看護力ポイントとして、1日の看護力

ポイントを算出 

② 曜日ごと、1か月毎の看護力ポイン 

トを明確にした。 

③  患者側要素と看護師側要素をマッ

チングする適正水準の明確化 
病棟別（内科：消化器内科、循環器内
科、精神神経科、外科：消化器一般外
科等）で 1 か月間、曜日ごとの各病棟
単位での看護必要度 A,Bの平均点の経
過、および看護力ポイントの推移、科
別における傾向を確認した。脳神経系
病棟では、看護必要度 A,B平均得点が
高く、内科系ではＢ得点が高かった。
病棟単位、曜日で看護力ポイントの差
があった。科別を超えた適正水準を決
定することは、今後の課題となったが、
DPC コードによって看護必要度の経過
がパターン化され、予測できる人員配
置システムが構築される可能性が示
唆された。  
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